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1．問題設定
　近年日本人の結婚行動には大きく且つ重大な変化が生じつつある。そのよ
うな結婚現象のkey　wordsは「晩婚化（later－marriage　tendency）」と「非
婚化（non－marriage　tendency）」の2つである。両者は独身男女のマーケッ
トと消費行動に大きな影響を与え，非婚化は「1．53ショック」と称される少
産化傾向の要因のひとつをなし，大きな社会的インパクトを有している。旧）
　本論文は晩婚化・非婚化を現象化させた要因を分析し，日本の結婚関連産
業の分析の基礎資料を作成することをその狙いとするものであり，「資料」
とする理由である。
2．データに見る結婚の実態
　データ　1
表1に示されているように30～34才の女性の「非婚率」は7．2％（1970
年）が，10．4％（1985年）と1．4倍の上昇を示し，同年代の男性のそれ
は11．7％（1970年）が28．1％（1985年）と15年で2．4倍の急増を示して
いるQ
　　表1　未婚率の推移（年代別）　　　　　　　　　　　　（％）
男　性 20～24歳25～29歳30～34歳35～39歳40～44歳
1950年 82．9 34．5 8．O 3．2 1．9
1960年 91．6 46．1 9．9 3．6 2．0
1970年 90．0 46．5 11．7 4．7 2．8
1975年 88．0 48．3 14．3 6．1 3．7
1980年 91．5 55．1 21．5 8．5 4．7
1985年 92．1 60．4 28．1 14．2 7．4
女　性 20～24歳25～29歳30～34歳35～39歳40～44歳
1950年 55．3 15．2 5．7 3．0 2．0
1960年 68．3 21．7 9．4 5．4 3．1
1970年 71．6 18．1 7．2 5．8 5．3
1975年 69．2 20．9 7．7 5．3 5．0
1980年 77．7 24．0 9．1 5．5 4．4
1985年 81．4 30．6 10．4 6．6 4．9
出典：総理府「国勢調査」1985年
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　　データ　2
　総務庁の1990年の国勢調査の第一次基本集計によれば，25～29才の女性
　の未婚率は9．6％の増加を示し，同年代男性は4．0％増えて64．4％の高さ
　を示している。
　中でも東京都の未婚率の高さが目立ち，同年代女性は53．1％，男性は74．0
　％にのぼっている。（この点に関しては，朝日新聞，1991年12月31日付，
　「数字でみる女性の91年」を参照のこと。）（仕2）
　　データ　　3
　図1に示されているように日本人の平均初婚年齢は，国際的にスウェー
　デンに次いで第2位の高年令であり，晩婚の国だと言うことができる。
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　データ　4
図2によれば，初婚年令は，男性が26．9才（1970年）から28．4才（1990
年）に変化し，女性は24．2才（1970年）から25．9才（1990年）へ変化し，
晩婚化の傾向は明瞭である。
　　　　　　　　　図2　平均初婚年齢年次推移
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　　　出所：厚生省「平成2年人口動態統計」　（［2］50ページ）
3．晩婚化・非婚化の要因分析
結婚の効用を低下させた要因は次の通りであると解せられる。
　3－1　社会的要因
　　晩婚化・非婚化傾向を促進し強化する社会的要因は次の2つに集約でき
　ると思われる。
　（1）　“結婚して初めて一人前”という観念の弱体化と女性の結婚適齢期の
　　　高齢化を内容とする「社会的結婚圧力（social　marriage　pressure）」
　　　が低下したという事実。（庄3）
　（2）外食産業，コンビニエンスストア，コインランドリーに象徴される
　　　「家事の外部化（purchasable　housework）」が急速に進展したという
　　　事実。
　　　データ　5
　　家計の外食比率・食の外部化比率は，図3に示されているように一貰し
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　％外消　図3　家計における食料・外食・調理食品の支出と外食比率・食の外部化比率
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データ　7
コンビニエンスストアの市場規模の推移は表2の通りである。
表2　コンビニエンスストアの市場規模の推移
年　　　度 56 57 58 59 60 61
総店舗数（店）
（伸び率，　％）
全店舗売上高（億円）
（伸び率，　％）
4，907
（20．3）
6，234
（27．7）
6，538
（29．6）
7，986
（28．8）
9，073
（25．7）
10，669
（26．6）
10，737
（17．7）
12，957
（22．3）
11，967
（17．3）
14，496
（21．2）
13，862
（13．9）
17，099
（17．5）
資料：日経流通新聞「コンビニエンスストア調査」
（注）1　調査対象はチェーン加盟店に限る。　（56年度32社，57年度33社，58年
　　　度32社，59年度47社，60年度52社，61年度57社）
　　2　伸び率は，前年度と比較可能なチェーン加盟店分のみで計算。
（出所：『改訂版業種別中小企業シリーズ11日本の生活関連サービス業』，中
　　　小企業リサーチセンター，1988年，6　コンビニエンスストア，232
　　　ページ）
通産省の発表した「91年商業統計速報」によれば，小売業の店数が3年連続で
減少している中でコンビニエンスストアの店数は前年比24．4％の増加を示した。
（「91年商業統計㊤小売業」，日経流通新聞，1992年4月16日）
コンビニエンスストアに関しては，筆者の次の研究を参照のこと。
柳川高行，1990年，「流通革命と新流通革命　　スーパーマーケットとコンビ
ニエンスストアの本質　　」，『白鴎大学論集』第5巻第1号，27－46ページ。
3－2　経済的要因
　晩婚化・非婚化傾向を促進し強化する経済的要因は，独身男女の「可処
分所得（disposable　income）」を結婚後の男女個人の可処分所得が著しく
下回る可能性が高いことから生じる「結婚前の生活水準維持（maintainance
ofpre－marriagestandardofliving）」志向である。（庄4）25～35才の独身
男性の1ケ月の可処分所得の平均額は10万円であり同年代の既婚男性サラ
リーマンの1．5倍であるという調査がある。（［7⊃。女性に関しては，20代
のO　Lの小遣いは20％が5万円を超えている調査（［8］）や全く自由に使
える金額は月7万円という調査（［9］）又，O　Lの年間購買力は200万円近
いという調査（匠0］）もある。このことは結婚の「機会費用（opportunity
cost）」の増大を意味している。
　若い女性の結婚志向が，「三高（three　H’s）」すなわち「高収入（high
一84一
salary）」「高学歴（high　school　background）」「高身長（high　height）」
へと近年になり変化した最大の理由は，女性の職場進出に伴い，彼女達が
自由で高額の購買行動をすることが可能になった経済的背景がある。（［8］，
［9⊃。
　日本人の結婚観，特に若い女性のそれに特徴的な事実は，「経済的豊か
さ」を極めて重視することである。「経済優先主義（affuluence　priority）」
関しては，電通による価値観調査（匠1⊃，上野・高橋の研究（巨2］，補論
1），第一勧銀調査（巨3］，肛4］，補論2），東海銀行調査（巨5］）を参照。
3－3　心理的要因
（1）晩婚化・非婚化を促進し，強化する心理的要因は，第一に「ピーター
　パン・シンドローム」とかつて言われた永遠の少年願望に象徴的に示
　　されている，結婚し子供を持つという「大人の責任に対する恐怖感
　　（taking－adult’s－responsibilityphobia）」に求めることができると思
　　われる。近年の若者の「責任回避的行動」の背後には①一人前の大人
　　に成熟する年令が昔より高くなっていること（仕5）と②リスクを背負っ
　　て主体的意志決定を行う経験を殆ど持たずに育ってきていること（仕6）
　　の2つの事実が存在しているように思われる。
（2）心理的要因の第2は「過去」に自分の成育した家庭の在り方から夫と
　なり，主婦となることの効用の低下を感じている体験学習と，「現在」
　主婦のおかれている現実を観察学習して若い女性が結婚生活への夢が
　打ち砕かれていることに求められる（［9］，巨9⊃。
（3）心理的要因の第3は，未婚男女の有している結婚観・家庭観の間のミ
　ス・マッチに求められるかも知れない（巨2⊃。（庄7）
4．　結婚の4類型
　以上の分析を踏まえて現代の若者の結婚を次の4つの類型に分けることが
可能であるように思われる。（圧8）
　（1）の平均型は，第2大戦戦後「見合い結婚（arranged　marriage）」から
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「恋愛結婚（love　marriage）」へと大きく結婚形態が変化してきたことを背
景に最も代表的な結婚類型であると思われる。
　（2）の取引型は，女性の三高志向に典型的に示されるように自からの若さ
と美貌を取引材料にして有利な結婚を行おうとするような結婚類型であり，
近年増加傾向にあるように思われる。昔から「玉の輿結婚（Cinderella　type
marriage）」といわれている結婚もその類型の一例である。この類型の中で，
愛情が限り無くゼロに近い（図の横軸上の○印）場合は「金銭至上主義結婚
（money－is－all　type　marriage）」と呼ぶことができる。
　（3）の無希望型は，第2次大戦中と大戦直後の日本の場合のような特殊な
状況の下で出現しうる稀な結婚類型であると解される。
　（4）の純愛型は，マンガ又は小説，T　V又映画等で好んで取り扱われるテー
マであるが，そのことは，実社会の中で純愛型が極めて稀であるが故に人々
がある種の憧れを抱いていることを表しているのかもしれない。この類型の
中で，経済的豊かさが限り無くゼロに近い（図の縦軸上の○印）場合は「恋
愛至上主義結婚（love－is－all　type　marrige〉」と呼ぶことができる。（庄9）
5．結
　日本の結婚の実態は，多様な要因の相乗作用により晩婚化・非婚化の傾向
を示し，その傾向は今後も一層強まってくると思われる。そのような時代の
流れの中で，1組当りの結婚費用は年々増加傾向にあり，　（三和銀行調査に
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よれば，プレブライダル，セレモニー，ハネムーン，ニューライフ準備の総
合計額は1991年度で768万円〔26〕であり，総合ブライダルサービス店斉憲
の調査によれば812万円〔日経流通新聞，1991年6月20日〕であり，）今後
の若年層（団塊ジュニア）が適齢期に入る為に結婚関連マーケットは今後数
年間拡大成長を続け結婚関連ビジネスも成長の過程にある。（’七10〉
　晩婚化・非婚化の傾向は，一方において「自発的シングル（will－not　type
sing豊e）」を増加させ，他方において「不本意シングル（can－not　type　single）」
を増加させている。不本意シングルに「出会いの場」を提供する「仲人ビジ
ネス」，「お見合い産業」は，仲人の役割を果たしてきた社会的・人的ネッ
トワークが益々解体していく傾向を強める現代社会の中にあって潜在的需要
の大きなビジネスであるといえよう。
　結婚関連ビジネスの実証的研究に関しては稿を改めて論じることにしたい。
6．補論
6－1　4年制大学と短大の女子学生の就職観と結婚観
　　　　（学歴の影響について）
柳川研究室の平成元年（1989年）度の卒業論文「女子労働と日本的経営」
（上野　恵・高橋順子著〔12〕〉は，白鴎大学の3・4年生の女子学生100
名，白鴎女子短大の1・2年の女子学生100名に対してアンケート調査を行
い（回収率80％），幾つかの事実を発見した。一地方の18～22才の女子大
生という制約のあるデータであるが，その中から女子大生の結婚観と就職
観の関連を示すデータを取り上げてみたい。
1）キャリア志向と家庭志向
　　表1（勤務の継続期間の希望），表2（家庭と仕事の両立の希望），表
　　3（再就職希望）でも学歴の差による意識の違いは明瞭である。4年
　　制の女子学生は「キャリア志向」が強く，短大の女子学生は「家庭志
　　向」が強く結婚と家庭生活の中に幸福の基盤を求めていると解される。
2〉人柄志向と経済力志向
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表4（結婚相手の条件）によれば，4年制，短大の何れにおいても，
「気が合うか同か」，「性格」という相手の人柄重視傾向が等しく見
られるが，4年制大学の4年の女子学生の「経済力志向」が著しく高
い（短大のみならず4年制の3年生より著しく高い）ことが大きな特
徴である。就職戦線の荒波でもまれて理想追求から現実重視へと変化
したのかも知れない。
表1　勤続の継続希望年数 単位：（％）
大学4年 大学3年 短大2年 短大1年
1　　年 0 0 0 0
2～3年 16．6 6．O 26．3 0
3～5年 38．8 9．0 42．1 58．3
5～10年 19．4 24．2 21．0 ・25．0
10～15年 0 21．2 7．8 2．0
定年まで 22．2 36．3 2．6 14．5
無回答 2．7 3．O O 0
表2　家庭と仕事の両立の希望
大学4年 大学3年 短大2年 短大1年
結婚と同時に退社して家庭に入る 13．8 18．1 18．4 18．7
結婚と同時に退社して家庭に入る
が再就職を希望する 33．3 21．2 55．2 41．6
家庭と仕事を両立する 41．6 48．4 21．0 31．2
家庭を持たずに仕事をする 0 6．0 O 4．1
その他
ex．子供ができたら退社する 11．1 3．O 5．2 4．1
無回答 0 3．0 0 O
単位：（％）
表3　再就職について（Q4．（オ）でbと答えた方のみ回答）単位：（％）
大学4年 大学3年 短大2年 短大1年
正社員 75．0 87．5 33．3 50．O
パー　ト 25．0 12．5 66．7 50．0
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表4　結婚相手の条件
く大学4年＞ 単位：（％）
第1希望 第2希望 第3希望
気が合うかどうか 30．5 11．1 27．2
性　　　格 30．5 25．0 9．0
経　済　力 22．2 19．4 0
家　　　柄 8．3 0 3．0
健　　　康 8．3 8．3 15．1
人　生　観 0 16．6 15．1
将　来　性 0 13．8 3．0
身長・容姿 0 0 12．1
＜大学3年＞ 単位：（％）
第1希望 第2希望 第3希望
気が合うかどうか 36．3 3．1 3．1
性　　　格 51．5 31．2 0
経　済　力 9．0 12．5 43．7
趣　　　味 0 3．1 3．1
健　　　康 0 21．8 3．1
人　生　観 3．0 21．8 25．0
将　来　性 0 3．1 9．3
身長・容姿 0 3．1 0
家　　　柄 0 0 3．1
子供好き 0 0 3．1
＜短大2年＞ 単位：（％）
第1希望 第2希望 第3希望
気が合うかどうか 28．9 13．1 10．5
性　　　格 55．2 31．5 2．6
経　済　力 7．8 23．6 42．1
趣　　　味 0 2．6 0
健　　　康 0 7．8 23．6
人　生　観 2．6 5．2 2．6
将　来　性 0 5．2 5．2
身長・容姿 2．6 2．6 2．6
親との同別居 2．6 2．6 5．2
子供好き 0 5．2 2．6
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＜短大1年＞ 単位：（％）
第1希望 第2希望 第3希望
気が合うかどうか 32．6 10．8 8．8
性　　　格 52．1 15．2 6．6
経　済　力 8．6 30．4 37．7
健　　　康 0 6．5 11．1
人　生　観 4．3 10．8 8．8
年　　　齢 0 2．1 8．8
身長・容姿 2．1 8．6 2．2
　6－2　第一勧業銀行による
　　　独身O　Lと独身ビジネスマンの結婚観調査
データ1．独身O　Lの現在関心があること（〔13〕5ページ）
独身O　Lにとって結婚は“3番目の関心事”？
??
50
40
30
20
10
???????? ??）???? ??????? ??? ???????? ??????????? ー? 〔?? （?? ????ッ ．? 、?? ?? 、????? ???????? ???? ?????????? ???ァッ ョ? ? ?、???????? ???． ーッ???????????0??
〈現在関心がある一と （複数回答．3つまで）＞
47．0 □ 全体：N＝500
37．8
32．8
28．6
26．0
19．018．617．215．614．612．010．4
7．2　　5．8
1．6　1．4
「結婚」は9番目の関心事？
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??
50
40
30
20
10
O
＜現在関心があること（複数回答：3つまで）＞
53．8 □全体：N＝500
48．6 O　L（平成2年12月調査）：N漏500
※グラフ内数値はビジネスマンの回答割合
31．629．4
26．8
21．821．219．619．2
0．4
6．0
2．8　2，6　2．2　2．2　　　　　　　　　0．6
仕趣女遊ク旅男自結貯住ダグフそ無
事
????????????? ?????????? ?????ー ?????ッ?ョ????ッ????? ?????
データ1，2から言えることは結婚への関心は女性の方がより強いことで
ある。
データ3．独身ビジネスマンにとり結婚していないことは肩身の狭いことか
　　　（〔14〕10ページ）
3人に2人（67．0％）が，結婚していないことは「肩身の狭いことだとは思わない」
　　＜結婚していないことは肩身の狭いことか＞
Nl穐う1まあそう思う1　あまり思榔・ 　　笹L意痴1劉
全　体500 28．0 舐茎 17．2　0．4
〔???
????
25～29歳　307　．　　　26．4 訟露 17，9　0．7
30～34歳　193 30．6 蛾壕 16．1　0
A型1942．1　30．9 磁＾癖 16．0　0
B　型120 29．2 魏，諺 12．5　1．7
0　　　　型　　139　　　　　　　　20．1 鼠2 21．6　　0
AB型45 37．8 舗、蚕 22．2　 0
0 50 100％
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　男性が「結婚していない」ことは，社会的にみて肩身の狭いことだと思う
かを聞いてみた。「とてもそう思う」，「ややそう思う」，“肩身の狭いこ
と”だと感じる人の割合は32．6％。一方，「そう思わない」（「あまり」＋
「まったく」）との回答が67．0％と，“肩身の狭いことではない”とする意
見が優勢なっている。
　年齢別にみても，「肩身の狭いことだとは思わない」との回答は，20代で
68．1％，30代で65．3％とほとんど変わらない。
　また続柄別では，長男の方が「肩身の狭いことだとは思わない」人が多く
なっている（長男73．9％，次男以下55．0％）。
　データ3から言えることは，男性に対する「社会的結婚圧力」は確実に弱
まっているという事実である。
データ4．独身O　Lが結婚を決意する場合の決め手（〔13〕16ページ）
「お互いの恋愛感情」（76．2％）に加え，「結婚後の生活の見通し」（70．0％）が最大のポイント
??
80
70
60
50
40
30
20
10
0
＜結婚を決意する場合の決め手（複数回答）＞
76．2
70．0 □ 全体：N・＝500
26．024．2
18．2
9．4 9．2 8．8 6．4
1．0 2．8 1．2
??????????????????????? ?????? ???????? ????????
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データ5．独身ビジネスマンが結婚を決意する場合の決め手
　　　　（〔14〕16ページ）
「お互いの恋愛感情」（80．2％）に加え，「結婚後の生活の見通し」（52．2％）がポイント
ーO　Lに比べ「結婚後の生活の見通し」重視派はダウンー
??
80
70
60
50
40
30
20
10
0
80．2
52．2
＜結婚を決意する場合の決め手（複数回答）＞
　　　　　□全体l　N＝500
　　　　　－O　L（平成2年12月調査）：N＝500
　　　　　　　※グラフ内数値はビジネスマンの回答割合
26・823．8
21．2
14．6　　13．2
　　4，04，8　　　　　2．2
0．2
???????? ??????? ???????? ????????? ? ?????? ?????
　データ4，5から言えることは，独身O　Lは，結婚を決意する決め手とし
て「お互いの恋愛感情」とほぼ等しい比重で「結婚後の生活の見通し」を重
視しており，「経済優先主義」を読み取ることができる。
　6－3　東海銀行調査「未婚O　Lの結婚観」（1990年11月）
データ1。結婚相手を見つける際気にするポイント（学歴別，複数回答）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
外　見 年　齢 学　歴 職　業 経済力 性　格 価値観考え方 趣　味 センス 知　性
家　族
構　成
高　　校
専門学校
短大高専
大学以上
66．0
71．0
64．8
67．6
64．9
73．9
63．6
59．2
30．4
40．6
64．2
71．8
42．8
50．7
57．0
62．O
85．1
85．5
86．7
78．9
99．5
100．0
98．2
98．6
85．1
92．8
93．3
91．5
71．1
72．5
78．8
80．3
45．4
46．4
42．4
43．7
72．7
69．6
78．2
90．1
36．1
31．9
30．9
22．5
（出所：〔15〕11ページ）
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　この調査データによれば，性格，価値観に次いで，経済力が第3位となっ
ている点が特徴的である。大学卒以上の学歴を有するO　Lの経済力志向が学
歴別で最も低いのは，①彼女達の給料が最も高く，②同一企業への継続就業
の意識も最も高い，ので現在と将来に渡る高い所得が見込めるからと思われ
る。
　6－4　アルトマン研究所調査　当世独身O　L気質
　　　　一平成元年のO　Lの仕事一恋愛・結婚観一恋愛：結婚編
データ1．現在あなたは独身でいることに，社会的・日常的な不便を感じる
　　　　ことがありますか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
?? 年　　代　　別 婚約者あるいは恋人 両親との同居別
24歳以下25～29歳30歳以上 あり なし 同居者 別居者
いつも感じている 0．4 0．0 0．O 4．2 0．0 0．8 0．0 2．3
ときどき感じている 13．5 3．9 22．835．413．2 13．813．6 13．8
あまり感じたことがない 44．140．948．745．838．748．344．940．2
まったく感じたことがない 40．653．728．510．4 46．636．O40．242．5
無　　　回　　　答 1．3 1．5 0．0 4．2 1．5 1．1 1．3 1．1
　独身でいることに社会的・日常的な不便を感じている独身女性は13．9％一
「いつも感じている」という回答はわずかに0．4％で，独身O　Lの暮らしや
すさがわかる結果だと調査報告書では述べている。
　同調査では，独身男性にも同様な設問を行なった結果も併せて掲載してい
る。
参考：独身男性の場合 全体416
いつも感じている 9．4
時々感じている 33．9
あまり感じたことがない 38．2
まったく感じたことがない 18．3
無　　回　　答 0．2
（アルトマン研究所『当世シングル男性気質』昭和63年）　（出所＝〔27〕10ページ）
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　独身男性の43．3％が不便を感じているという調査結果からは，独身である
ことの快適さは女性の方がはるかに高いことが分かる。
データ2．あなたは独身でいることに，心理的な負担を感じることがありま
　　　　　すか。
％
?? 年　　代　　別 婚約者あるいは恋人 両親との同居別
24歳以下25～29歳30歳以上 あり なし 同居者 別居者
いつも感じている 1．9 0．8 1．9 8．3 2．0 1．9 1．6 3．4
ときどき感じている 27．7 13．544．350．025．029．927．728．7
あまり感じたことがない 41．144．837．333．340．741．441．040．2
まったく感じたことがない 28．439．815．8 8．3 30．926．429．026．4
無　　　回　　　答 0．9 1．2 O．6 0．0 1．5 O．4 0．8 1．1
参考：独身男性の場合 全体416
いつも感じている 8．9
時々感じている 27．4
あまり感じたことがない 37．3
まったく感じたことがない 26．2
無　　回　　答 0．2
（アルトマン研究所『当世シングル男性気質』昭和63年）　（出所：〔27〕11ページ）
心理的負担を，いつも感じている，或いは時々感じている割合は，独身O
Lは29．6％であり，男性独身者は36．3％であることから，弱まってきている
と思われる「社会的結婚圧力」は，独身男性の側により強く意識されている
と言うことができよう。
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（付記）
　本稿は「柳川研究室discusslon　papef　No．3」として，まず執筆され．後
に加筆修正して成立したものである。
　本稿のキーワードの英訳に関しては，本学助教授原田博氏のご教示（1991
年9月25日）と本学教授大瀧真氏のご教示（1991年12月4日〉を得た。記し
て深謝致します。
　原稿のワープロによる清書は，大学事務局諸星ノリ子氏のご助力を得た。
記して深謝致します。
　貴重な調査結果をご提供下さった第一勧銀広報室，東海銀行広報室，三和
銀行広報室に対しまして記して感謝致します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔雛謂駕麟〕
（注1）少産化を生み出した要因には①「晩婚化」，「非婚化」の他に　②学歴社会と関
　　連した子供一人当たり教育コストの相対的・絶対的上昇，③地価高騰と関連した子
　　供の住める住居の相対的減少，④女性のライフ・スタイルの変化に関連した子育て
　　期間の縮小化志向，子育て効用の相対的低下，⑤核家族に伴う若い女性の子育て不
　　安，等が存在していると思われる。
　　　少産化に関しては，次を参照のこと。
　　小川直宏，「経済教室　出生率低下　出産・育児環境の整備が先決」，日本経済新
　　聞，1991年1月22日。
　　　「Quiz経済　出生率」，日本経済新聞，1991年5月26日。
　　大石亜希子，「関心高まる「家族の経済学」」，日本経済新聞，1991年9月20日。
　　　「エンジェル係数急上昇　増える子供の養育費」，日本経済新聞，1991年10月30日。
　　東海銀行東京広報室，「アンケート調査　子供の教育費」，1981年2月第7回調査，
　　1990年第10回調査。第16回調査の概要に関しては日本経済新聞1990年7月19日付記
　　事を参照のこと。
　　　「若い母親襲う都会の孤独」，日本経済新聞，1991年11月28日。
　　　「自信失うヤングママ　子供が好きになれない」，日本経済新聞，1991年5月14日。
　　　「若いママ“育児専業”が重荷に」，日本経済新聞，1991年5且27日。
（注2）　『平成3年版国民生活白書　一東京と地方　ゆたかさへの多様な選択一』によれ
　　ば，東京圏に人口が集中する要因は，大学生を中心とした十代後半の若年層が東京
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（注3）
（注4）
（注5）
（注6）
（注7）
圏に集まり、そのまま住み続けることが大きいと思われている。東京圏の大学に通
う地方出身者の6割以上が東京都内で就職し，この傾向は特に女【生に目立っている。
この事実から見ても晩婚化は一層強まると思われる。
　今日では女性の適齢期の上限はクリスマスケーキ（25才）から大晦日（31才）へ
と変化したことも一般に言われている。
　結婚適齢期を過ぎたシングルに対する社会的偏見やそれに基づいた制度はいまだ
存続しているものがないわけではない。
　男性は昇進の時に，女性は借家契約又銀行融資を受ける際に独身が障害になる場
合がある。
　次を参照のこと。
「不安と暮らす独身貴族」，日経流通新聞，1991年11月21日。
　電通総研の価値観調査の国際比較によれば（〔11〕），日本人の結婚観に特徴的
なことは「結婚生活を続けるために重要だと思うこと」の第1位を「経済的に安定
していること」に占められていることである。他国の結婚観では，「お互いに理解
と信頼があること」「お互いに愛情を持ち続けること」がそれぞれ一位，二位を占
めているという事実から日本人の結婚生活での「経済優先主義（affluence　prlorlty）」
をうかがい知ることができる。
　成熟年令の高齢化に関しては，次を参照のこと。
『世の中若返って30才成人説』，日本経済新聞，1989年8月24日。
笠原　嘉，1981年，『不安の病理』　岩波新書，153－154ページ。
笠原の次のような図でそれを表している。
＜短大、年＞（繍）0歳2響0讐
　　　　　　　　　　　　　　、　　、　　、　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　　　　ヤ　　ヤ　　ヤ　　　　　　　ヤ　　　　　　　　　　　　　　ヤ　　ヤ　　ヤ　　　　　　ヤ　　　　　　　　　　　　　　　、　　、　　￥￥　　　　　　￥￥
　　　　　　　（現　代）　　　　　　　　　　0歳　　　30405060　75歳
小川　明，1992年，『30才成人説一パーソナルアイデンティティのすすめ一』
日本マンパワー出版。
　若者のリスク回避的で非主体的意志決定は，偏差値を尺度とし，自らの嗜好をあ
まり重視しない，進学先の意志決定スタイルに典型的に表れていると解せられる。
　子供の意志決定に対する両親，特に母親の「過剰介入（over　lntervention）」が，
この傾向を助長していると思われる。
　菅原眞理子〔22〕は，「晩婚化」の最大の要因として女性が高学歴化し専門職に
つく女性が増加し，女性の経済的自立が可能になったことを挙げている。
　副次的な要因として次の事実を挙げている。
①未婚の男女の数のアンバランス。
②外食・クリーニングなどの各種サービスにより独身生活が容易になったこと。
③性に関する抑制やタブーが減ったこと。
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　　④地域・親類・職場など周囲からの圧力の減少。（〔20〕31ページ）
（注8）　4類型を考える際に柴門ふみ氏の〔21〕，〔22〕，〔23〕，〔24〕の著作は「純
　　愛型」と「取引型」との区分，とりわけ「love－is－all　type　mamage」「money－is－
　　all　type　marriage」の類型化に関して大変示唆的であった。
（注9）　菅原眞理子は，次の資料の中で女性の晩婚化は，結婚の費用は増しているのに結
　　婚の効用は低下しているからだと指摘している。
　　　　さらに個々の結婚を，費用と効用の組合せにより4つに類型化している。
　　　A型：自分より有能で成功する可能性が高い男性と結婚し，自分は援助，サ
　　　　　ポート役にまわる。
　　　B型：自分と同程度の可能性と能力のある男性と結婚し，家庭維持の負担も
　　　　　分担する。
　　　C型：自分より能力も可能性も低い男性と結婚し，かつ自分だけが家庭維持
　　　　　の負担を背負いこむ。
　　　D型：自分より能力と成功の可能性が高く，かつ負担を大幅に背負いこんで
　　　　　　くれる男性と結婚する。
　　　従来はA型結婚が圧倒的に多かったが，最近女性の能力，可能性が高くなる程B
　　　型結婚がもう一つの選択肢として現実性が高まっている。
　　　次を参照のこと。
　　　菅原眞理子「家族の経済学」，日本経済新聞，1992年5月1日。
（注10）　ブライダル市場は97年をピークに婚姻件数の急減の為に急減の可能性が高いと言
　　　われている。
　　　次を参照のこと。
　　　「サーベイ　ブライダル市場先細り？」，日本経済新聞，1992年4月27日。
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